
                  建物（基本財産）                        333,627,415
                  建物（基本財産）                        141,192,391

該当なし

８．担保に供している資産
担保に供されている資産は以下のとおりである。
                  土地（基本財産）                         70,050,000
                  土地（基本財産）                         72,935,324
                  駐車場土地                               38,850,000

合            計 806,425,063 0 188,619,933 617,805,130

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

土地 181,835,324 0 38,850,000 142,985,324
建物 624,589,739 0 149,769,933 474,819,806

６．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

    「花泉 ショートステイサービス」
    「託児所 エンジェル」
  ウ．ケア＆ホスピタリティ花泉拠点（公益事業）
    「サービス付き高齢者向け住宅」
  エ．わくわく保育所（公益事業）
    「わくわく保育所」

    「一宮の里 ショートステイサービス」
    「一宮の里 ホームヘルプサービス」
    「一宮の里 居宅介護支援事業所」
    「一宮の里 老人介護支援センター」
  イ．花泉拠点（社会福祉事業）
    「デイサービス 花泉」

    当法人では収益事業区分を設けていないため作成していない。
(6) 各拠点区分におけるサービス区分の内容
  ア．一宮の里拠点（社会福祉事業）
    「本部」
    「特別養護老人ホーム 一宮の里」
    「一宮の里 デイサービスセンター」

当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1) 法人全体の計算書類(会計基準省令第1号第1様式、第2号第1様式、第3号第1様式)
(2) 事業区分別内訳表(会計基準省令第1号第2様式、第2号第2様式、第3号第2様式)
(3) 社会福祉事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式)
(4) 公益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式)
(5) 収益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式)

    ・・・職員に対する賞与の支給に備える為、支給見込額のうち当年度に帰属する額を計上している。

３．重要な会計方針の変更
該当なし

４．法人で採用する退職給付制度
・独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度

５．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

    リース料総額が300万円以下またはリース期間が1年以内のリース取引
    ・・・通常の賃貸借の方法により処理している。
(3) 引当金の計上基準
  ・退職給付引当金
    ・・・職員の退職給付に備えるため、期末退職金要支給額を計上している。
  ・賞与引当金

  ・無形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法
  ・リース資産
    所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
    ・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
    ・・・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

２．重要な会計方針
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
  ・満期保有目的の債券等・・・償却原価法（定額法）
  ・上記以外の有価証券で時価のあるもの・・・決算日の市場価格に基づく時価法
(2) 固定資産の減価償却の方法
  ・有形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法

別紙１

計算書類に対する注記

（法人全体用）
１．継続事業の前提に関する注記
該当なし



純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし

取引条件及び取引条件の決定方針等

１３．重要な偶発債務
該当なし

１４．重要な後発事象
該当なし

１５．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び

該当なし

期末残高

名称 は職業 割合 兼務等 の関係

の所有 役員の 事業上 内容 取引金額 科目

関係内容 取引の

種類 等の 住所 資産総額 内容又

１２．関連当事者との取引の内容

関連当事者との取引の内容は次のとおりである。

（単位：円）

法人 事業の 議決権

該当なし
合            計

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。
（単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時　　価 評価損益

未収補助金 1,275,000 0 1,275,000
合            計 78,202,453 0 78,202,453

事業未収金（利用者負担金） 12,677,304 0 12,677,304
未収金 783,825 0 783,825

の当期末残高 当期末残高
事業未収金（国保連等） 63,466,324 0 63,466,324

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
（単位：円）

債権額 徴収不能引当金 債権の

機械装置 4,095,750 1,392,475 2,703,275
合            計 1,447,064,222 806,912,837 640,151,385

車両運搬具 8,320,360 6,001,911 2,318,449
器具備品 58,457,526 51,465,599 6,991,927

建物 207,295,698 60,271,951 147,023,747
構築物 33,356,100 27,061,919 6,294,181

累計額
建物ー基本 1,135,538,788 660,718,982 474,819,806

                            計                                             762,612,000

９．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

取得価額 減価償却 当期末残高

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
         設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む）（一宮の里拠点）          77,299,600
         設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む）（花泉拠点）             240,855,900
         設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む）（ｹｱ＆ﾎｽﾋﾟﾀﾘﾃｨ花泉拠点） 130,135,100
         長期運営資金借入金（1年以内返済予定額を含む）（一宮の里拠点）     303,601,400
         長期運営資金借入金（1年以内返済予定額を含む）（わくわく保育所）    10,720,000

                  建物                                    105,074,764
                  建物                                     40,792,971
                          計                              802,522,865



               土地（基本財産）                              70,050,000
               駐車場土地                                    38,850,000
               建物（基本財産）                             333,627,415
                       計                                   442,527,415

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
            設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む）        77,299,600

合            計 470,464,604 0 66,787,189 403,677,415

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

７．担保に供している資産
担保に供されている資産は以下のとおりである。

土地 108,900,000 0 38,850,000 70,050,000
建物 361,564,604 0 27,937,189 333,627,415

  エ. 一宮の里 ショートステイサービス
  オ. 一宮の里 ホームヘルプサービス
  カ. 一宮の里 居宅介護支援事業所
  キ. 一宮の里 老人介護支援センター

５．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1) 一宮の里拠点計算書類(会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式)
(2) 拠点区分事業活動明細書(会計基準別紙３(⑪))
(3) 拠点区分資金収支明細書(会計基準別紙３(⑩))は省略している。
(4) サービス区分の内容
  ア. 本部
  イ．特別養護老人ホーム 一宮の里
  ウ. 一宮の里 デイサービスセンター

(3) 引当金の計上基準
  ・退職給付引当金
    ・・・職員の退職給付に備えるため、期末退職金要支給額を計上している。
  ・賞与引当金
    ・・・職員に対する賞与の支給に備える為、支給見込額のうち当年度に帰属する額を計上している。

２．重要な会計方針の変更
該当なし

３．採用する退職給付制度
・独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度

  ・有形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法
  ・無形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法
  ・リース資産
    所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
    ・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
    ・・・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
    リース料総額が300万円以下またはリース期間が1年以内のリース取引
    ・・・通常の賃貸借の方法により処理している。

別紙２

計算書類に対する注記

（一宮の里）
１．重要な会計方針
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
  ・満期保有目的の債券等・・・償却原価法（定額法）
  ・上記以外の有価証券で時価のあるもの・・・決算日の市場価格に基づく時価法
(2) 固定資産の減価償却の方法



合            計

１１．重要な後発事象
該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。
（単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時　　価 評価損益
該当なし

未収補助金 1,275,000 0 1,275,000
合            計 56,129,803 0 56,129,803

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

の当期末残高 当期末残高
事業未収金（国保連等） 46,550,654 0 46,550,654
事業未収金（利用者負担金） 8,304,149 0 8,304,149

合            計 1,018,752,834 672,986,140 345,766,694

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
（単位：円）

債権額 徴収不能引当金 債権の

車両運搬具 8,320,360 6,001,911 2,318,449
器具備品 49,690,138 47,280,653 2,409,485
機械装置 855,750 818,995 36,755

建物ー基本 923,005,486 589,378,071 333,627,415
建物 3,633,000 2,476,988 1,156,012
構築物 33,248,100 27,029,522 6,218,578

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

取得価額 減価償却 当期末残高
累計額

            長期運営資金借入金（1年以内返済予定額を含む）   303,601,400
                       計                                   380,901,000



                土地（基本財産）                              72,935,324
                建物（基本財産）                             141,192,391
                      計                                     214,127,715

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
            設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む）        240,855,900

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

合            計 223,639,837 0 9,512,122 214,127,715

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

７．担保に供している資産
担保に供されている資産は以下のとおりである。

土地 72,935,324 0 0 72,935,324
建物 150,704,513 0 9,512,122 141,192,391

５．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1) 花泉拠点計算書類(会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式)
(2) 拠点区分事業活動明細書(別紙３(⑪))
(3) 拠点区分資金収支明細書(別紙３(⑩))は省略している。
(4) サービス区分の内容
  ア. デイサービス 花泉
  イ. 花泉 ショートステイサービス
  ウ. 託児所 エンジェル

(3) 引当金の計上基準
  ・退職給付引当金
    ・・・職員の退職給付に備えるため、期末退職金要支給額を計上している。
  ・賞与引当金
    ・・・職員に対する賞与の支給に備える為、支給見込額のうち当年度に帰属する額を計上している。

２．重要な会計方針の変更
該当なし

３．採用する退職給付制度
・独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度

  ・有形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法
  ・無形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法
  ・リース資産
    所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
    ・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
    ・・・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
   リース料総額が300万円以下またはリース期間が1年以内のリース取引
    ・・・通常の賃貸借の方法により処理している。

別紙２

計算書類に対する注記

（花泉）
１．重要な会計方針
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
  ・満期保有目的の債券等・・・償却原価法（定額法）
  ・上記以外の有価証券で時価のあるもの・・・決算日の市場価格に基づく時価法
(2) 固定資産の減価償却の方法



該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし

該当なし
合            計

１１．重要な後発事象

合            計 21,384,425 0 21,384,425

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。
（単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時　　価 評価損益

事業未収金（国保連等） 16,915,670 0 16,915,670
事業未収金（利用者負担金） 4,373,155 0 4,373,155
未収金 95,600 0 95,600

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
（単位：円）

債権額 徴収不能引当金 債権の
の当期末残高 当期末残高

建物ー基本 212,533,302 71,340,911 141,192,391
器具備品 7,688,590 3,575,912 4,112,678

合            計 220,221,892 74,916,823 145,305,069

（単位：円）
取得価額 減価償却 当期末残高

累計額



累計額
建物 159,418,698 54,343,934 105,074,764
器具備品 372,000 348,750 23,250

                  建物                                    105,074,764

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
              設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む）   130,135,100

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

取得価額 減価償却 当期末残高

合            計 112,320,622 0 112,320,622 0

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

７．担保に供している資産
担保に供されている資産は以下のとおりである。

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
建物 112,320,622 0 112,320,622 0

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1)ケア＆ホスピタリティ花泉計算書類(会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式)
(2) 拠点区分事業活動明細書(別紙３(⑪))はサービス区分が一つであるため省略している。
(3) 拠点区分資金収支明細書(別紙３(⑩))は省略している。
(4) サービス区分の内容
  ア. サービス付き高齢者向け住宅

５．基本財産の増減の内容及び金額

(3) 引当金の計上基準
  ・退職給付引当金
    ・・・職員の退職給付に備えるため、期末退職金要支給額を計上している。
  ・賞与引当金
    ・・・職員に対する賞与の支給に備える為、支給見込額のうち当年度に帰属する額を計上している。

２．重要な会計方針の変更
該当なし

３．採用する退職給付制度
・独立行政法人福祉医療機構の社会施設職員等退職手当共済制度

  ・有形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法
  ・無形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法
  ・リース資産
    所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
    ・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
    ・・・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
    リース料総額が300万円以下またはリース期間が1年以内のリース取引
    ・・・通常の賃貸借の方法により処理している。

別紙２

計算書類に対する注記

（ケア＆ホスピタリティ花泉）
１．重要な会計方針
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
  ・満期保有目的の債券等・・・償却原価法（定額法）
  ・上記以外の有価証券で時価のあるもの・・・決算日の市場価格に基づく時価法
(2) 固定資産の減価償却の方法



合            計

１１．重要な後発事象
該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。
（単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時　　価 評価損益
該当なし

の当期末残高 当期末残高
未収金 86,525 0 86,525

合            計 86,525 0 86,525

合            計 159,790,698 54,692,684 105,098,014

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
（単位：円）

債権額 徴収不能引当金 債権の



累計額
建物 44,244,000 3,451,029 40,792,971
構築物 108,000 32,397 75,603

                   建物                                   40,792,971

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
           長期運営資金借入金（1年以内返済予定額を含む）  10,720,000

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

取得価額 減価償却 当期末残高

合            計

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

７．担保に供している資産
担保に供されている資産は以下のとおりである。

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
該当なし

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分
当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。
(1) わくわく保育所拠点計算書類(会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式)
(2) 拠点区分事業活動明細書(別紙３(⑪))はサービス区分が一つであるため省略している。
(3) 拠点区分資金収支明細書(別紙３(⑩))は省略している。
(4) サービス区分の内容
  ア. わくわく保育所

５．基本財産の増減の内容及び金額

(3) 引当金の計上基準
  ・退職給付引当金
    ・・・職員の退職給付に備えるため、期末退職金要支給額を計上している。
  ・賞与引当金
    ・・・職員に対する賞与の支給に備える為、支給見込額のうち当年度に帰属する額を計上している。

２．重要な会計方針の変更
該当なし

３．採用する退職給付制度
・独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度

  ・有形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法
  ・無形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法
  ・リース資産
    所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
    ・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
    ・・・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
    リース料総額が300万円以下またはリース期間が1年以内のリース取引
    ・・・通常の賃貸借の方法により処理している。

別紙２

計算書類に対する注記

（わくわく保育所）
１．重要な会計方針
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
  ・満期保有目的の債券等・・・償却原価法（定額法）
  ・上記以外の有価証券で時価のあるもの・・・決算日の市場価格に基づく時価法
(2) 固定資産の減価償却の方法



合            計

１１．重要な後発事象
該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
純資産の状態を明らかにするために必要な事項
該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。
（単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時　　価 評価損益
該当なし

事業未収金（国保連等）
未収金 601,700 0 601,700

合            計 601,700 0 601,700

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。
（単位：円）

債権額 徴収不能引当金 債権の
の当期末残高 当期末残高

器具備品 706,798 260,284 446,514
機械装置 3,240,000 573,480 2,666,520

合            計 48,298,798 4,317,190 43,981,608


